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＜書評＞
ロバート・ギルピソ箸
佐藤誠三郎・竹内透監修
大蔵省世界システム研究会訳
『世界システムの政治経済学
一国際関係の新段階』
東洋経済新報社1990年
佐女木隆雄
（１）本書の原文（ＴﾉbePoﾉｶﾞ"cα/ＥＣＯ"o〃ｑ/I)z泥γ"αﾉﾉo"αＪＲＭｚがo"s，
PrincetonUniversityPress）は1987年に出版され，以来高い評価を得
ていたものだが，最近上記の方々により翻訳が出版された。筆者は国際関
係論の専門家ではないが，国際経済の歴史と現状に関心をもつ者として本
書が見逃しえない重要性をもつと思われるので，この機会に書評を試ふる
ことにした。政治学については門外漢であるために，また筆者の浅学の故
に，様々の誤解や見当違いのコメントをする危険もあるが，この点につい
ては前もって御容赦を願っておこう。
筆者がギルピン教授の著者に魅力を感じたのは『多国籍企業没落論』（山
崎清訳，ダイヤモンド社。原文はｕｓ、Poz(ﾉeγα"。/ｈｃＭｲﾉﾉﾉ"αがo"αノ
ＣＯ幼ｏＭｊｏ〃：ＴﾉｂｅＰｏＪｊ/ｊｃａノＥＣＯ"o川ｑ/Ｆｂγcjg〃Ｄｊγcc/血z）Cs航c"ﾉ，
BasicBooks，1975）に接した時からであるが，『世界システムの政治経
済学」の内容も大変興味深いものであった。
著者によれば，1970年代はじめまで健在であった国際経済関係の戦後体
制はその後崩壊していき,現在新しい体制を模索しているが,本書はこの世
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界経済システムに生じた変化とその意味を明らかにすることを課題として
いる。戦後の固定相場制，多角的貿易自由化，資本移動の自由化など，自
由な国際経済秩序の下で世界経済は空前の高度成長時代を経験したが，そ
の時代の国際経済関係には次の３つの重要な特徴がふられた。１つはアメ
リカの経済力軍事力の圧倒的優位とそれによるリーダーシップの存在，１
つは世界経済における大西洋中枢の存在，１つは各国経済間の相互依存の
世界的拡大であった。しかし，その後アメリカの経済力の低下による世界
的なリーダーシップの不在化，世界経済の'１ｺ枢の大西洋から太平洋への移
行，主権国家同志の関係としては前例のないほどの日米経済の統合などを
中心に世界経済の条件は大きく変化した。その結果，一方では慣性の力に
よってひきつづきグローバルな相互依存関係の進展が承られながらも，他
方では保護主義の拡大，国際通貨金融面での不安定性の増大，主要国間の
国内経済政策のずれなど，国際関係のきし承が増大し，国際経済システム
に重大な変化が進行しつつある。本書はこのような国際経済システムの変
化の意味と展望を真正面から問題にしようとするものである。
その場合，著者は特に現代の国際関係における経済的要因の重要性の増
大や経済要因と政治要因の相互作用の増大のために，経済学，政治学の個
別の学問的立場の糸からの分析には限界が大きいとし，両者の統合による
「国際経済の政治経済学」の方法を強く主張している。もちろん，そうい
ってもこの面での既存の統合的方法があるわけではないから，様々の理論
をふまえた折衷的手法による外ない。著者はこの観点から，一方では政治
学の承でなく，近代経済学，経済史ないし歴史，マルクス主義，従属論な
ど，極めて多様な領域の広汎な文献にあたり，それらを批判的に吸収する
とともに，他方では政治学者としての鋭い直観力に依存して，自らの理論
展開を行っている。世界経済の大転換期において既存の学問の限界が痛感
される今日，このような著者の努力は，その成果とともに高く評価される
べきであろう。
本書の構成にふれると，大きく分けて１～３章の理論編と，４～８章の
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個別問題の実態分析，９～10章の結論部分に分かれる。理論編では第１章
では国際政治経済関係の性格を国家と市場の相互作用としてとらえる立場
を説明し，第２章にはこの相互作用に関する３つの代表的な見方ないしイ
デオロギーを論じ，第３章でそれらの見方をふまえて国際関係の動態につ
いての理論的整理を行って，以後の実態分析の前提としている。実態分析
のなされる４～８章では，国際通貨，国際貿易，多国籍企業，低開発国の
従属と経済発展，国際金融と，現代の国際経済関係の主要なテーマを各論
的にとり上げ，国際システムの変化の問題と関連させつつ，現状分析，歴
史的位置づけ，諸理論の検討など，いずれも手ごたえのある分析を行って
いる。結論部分では戦後の世界経済の構造変化と今後の国際経済秩序の展
望を示している。全体として，この重要なテーマについて内容の包括性の
点でも，中味の濃さの点でも注目すべき著作となっている。これは本書が
著者のこれまでの研究の集大成であることによるものでもあろう。
本書にはその視野の広さ，内容の豊富さ，総合的把握という野心的試
糸，丹念な文献研究などすぐれた特徴があるが，同時に著者の「大理論」
好ゑも注目される。著者はいわゆる覇権安定理論の提唱者の一人であり，
またマルクス経済学の不均等発展論や帝国主義論の発想などを取り入れた
りしており，理論展開も興味深い。もともとマルクス経済学からスタート
し，国際経済史に関心をもつ筆者にも，これらのテーマは大変なつかしく
なじみの深いものであり，転換期の今日そのような理論が再評価されるこ
とも理解できる。筆者も国際経済システムの変容を不均等発展の問題と関
係させている著者の基本的視角には賛成である。もっとも，他方では，こ
のような「大理論」の多くは容易に実証しがたいものであり，安易にその
ような理論に依存することには危険もある。ギルピン教授の扱いはかなり
'眞重であるとはいえ，そのような危険まぬがれているともいいがたいであ
ろう。
本書のもうつの注目すべき点は著者の思想的立場である。著者はナショ
リストにかなり傾斜したリアリストの立場をとっており，その国際経済の
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現状についての見方も現在の多くのアメリカ人の見方をかなり代表するも
のと思われる。特に著者の日本に対する見方はかなりきびしいものである
が，いずれにしても代表的なリアリスト政治学者の国際経済認識や対日観
は今後のアメリカの政策動向を承る上でも大いに参考になるであろう。本
書にはそのような価値もあると思われる。
以上，本書のメリット，有用性について指摘したが，他方全体を通じて
若干の問題点もあると思われる。例えば，本書は関係領域の主要な文献の
多くに当ってそれを参照しているが，そしてそれは研究者にとっては大変
に便利なのであるが，他方そのために議論がわかりにくくなっているとこ
ろもある。また，経済学関係の研究努力には大変敬意を表するけれども，
一部では不消化の部分も見られ，読む人にとって分かりにくい部分もいく
つかある。これは「国際経済関係の政治経済学」が容易ならざる課題であ
ることをうかがわせる。
最後に，日本語訳については，翻訳書の欠陥の多い今日であるが，この
翻訳はかなりすぐれているものといえよう。誤訳も多くないし，訳もこな
れていて，全体として原著の主旨がよく訳出されている。本書が学際的研
究書であることから，翻訳の苦労も大変であったと思われる。しかし，そ
れでも細部ではやはり誤訳と思われるものもなくはないし，一部で訳語の
不統一もある。これらの点のいっそうの改善が望まれよう。
以上で総論的コメントを終えて，以下個々の内容の紹介とコメントに移
ろう。ただし，いずれも筆者の割合に限られた関心に従って記すので，必
ずしもバランスのとれた書評にならない点をあらかじめおことわりしてお
こう。
（２）１～３章の理論の部分では，まず第１章で，政治経済学，特に国際
経済関係の政治経済学の特質を，並存する国家と市場との相互作用として
とらえる。すなわち，著者は現代の国際関係をあくまでも政治と経済の相
互作用として認識するが，政治のキー概念としては国民国家を，経済のキ
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－概念としては市場を取り出し，それぞれ異なる方法で人間活動を規制し
組織化していく両者の相互作用が問題の本質とする。著者はもちろん近代
以降，特に現代において経済の国際化の著しい進展がふられ，それが国家
に大きな影響を与えていることに注目するが，同時に高度の経済的相互依
存関係の前提としての政治的条件とか，世界市場経済の国民国家にもたら
す利益と負担，その調整を求める国家の介入をも問題にし，グローバルな
経済的相互依存の発展とひきつづく主権国家による分断が政治経済学の中
心課題であるとする。
著者のこのような政治経済学のとらえ方は本書の対象である通商，金融
など伝統的な国際経済関係を問題とする限りではいちおううなづけるであ
ろう。しかし，世界的環境問題などの新しい問題をも含めた国際政治経済
学の定義としてこれがふさわしいかどうかには当然疑問がある。また，本
書のテーマに限定した上でも，例えば後で各国の経済システムの差異を問
題にする視点と，経済と市場一般とを等置して国家と対立させるここでの
視点とが整合的であるかどうかにも疑問があるが，ここではいずれも指摘
するにとどめておこう。
第２章「政治経済学の３つのイデオロギー」は国際経済関係についての
これまでの３つの主要な見方ないしイデオロギー，リベラリズム，ナショ
ナリズム，マノレクンズムについての説明と評価にあてられ，その中で著者
のやや折衷的な見方が示される。ここではリベラリズムはアダムスミス以
来の古典派から現代の近代経済学の主流にいたる伝統的経済学の基本理念
であり,経済と政治の分離の可能性を前提し,経済関係を律する自由な市場
メカニズムの重視と最低限の国家干渉を基本理念としており，国際経済関
係でも国民経済の相互利益が強調される。ナショナリズムは重商主義に端
を発し，スティティズム，ドイツ歴史学派，最近の保護主義などを包含す
るもので，他のイデオロギーと異なり整合的で体系的な経済政治理論をも
っているわけではないが，国際経済関係をリベラリズムのように調和的と
いうより対立的にとらえ，国際関係の中で国家の自律や独立を第一義的な
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屯のとふるし，経済活動を国家の建設と利益に従属するもの，すべきもの
と糸なすものという。マルクシズムは弁証法，唯物史観，「資本主義の経
済的運動法則」の認識，社会主義への規範的コミットメントの４つを共有
するものだが，国際関係については資本主義の共同支配をいう超帝国主義
論（カウツキー）から不均等発展を基礎に資本主義の国際関係の不安定性
を強調する帝国主義論（レーニン）までの幅と対立を含むものとしている。
ギルピン教授はリベラリズムの示す市場機構の効率性と自由主義的国際
システムに全面的に代りうるすぐれた制度がないという消極的な意味でリ
ベラリズムを支持するが，同時にその理論の抽象性，非歴史性，非現実的
ｉｔR仮定，静態分析中心の手法などのために，リベラリズムの諸説は経済社
会のダイナミズムを明らかにするには大きな限界があり，包括的な政治経
済学とはなりえない。それに対して，経済的ナショナリズムやマルクシズ
ムには，前者の難合的で体系的な経済政治理論の欠如や，後者と著者との
思想上の相違など,根本的な問題があるが,同時に両者には政治経済学の構
築のための重要な発想や有益な問題提起があるとして評価する。ナショナ
リズムについては，国際社会が無政府的で競争的な性格をまぬがれないと
し，そのような国際関係の主役としての，また一国の安全保障と経済発展
の担い手としての国家の役割を重視していること，また国際経済活動の全
体的な政治的枠組を重視すること，などの基本的視角を評価する。
マルクシズムについては，資木主義の国際性，国内国際分業の構造の重
視とそれと富の生産分配との関連の重視などとともに，他の２つの理論に
欠けている国際政治経済の動態理論の存在を特に評価し，その関連で大論
争をまきおこしたマルクシズムの３つの批判的問題提起をとり上げる。そ
れは不均等発展論，資本主義の国際政治関係の性格（協調的か緊張促進的
か)，資本主義の自己修正能力の問題，の３つであるが，不均等発展論で
は，マルクシズムの経済主義的認識を政治的リアリズムの観点から解釈し
なおしつつも，不均等発展一→覇権戦争の危険というシステムの不安定性
の認識と動態論を評価する。第２の問題ではＩ協調か緊張かは一義的には
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言えず，覇権国の存在，経済成長率，産業構造の同質性などの環境によっ
て変るとして，提起された問題を深めようとする。第３の点は，福祉国家
が成立した以上資本主義の国内的自己修正能力はあるとするが，福祉国家
の形成は各国の国内経済政策の競争と対立や経済問題の他国への転嫁を通
じて，福祉政策の枠組のない（したがって自己修正能力のない）国際資本
主義の矛盾が強まる可能性があるとして，「国内的自律と国際的規範」の
ディレンマの問題としてこの問題をとらえなおそうとしている。そして資
本主義の危機ないし世界経済の将来がこれらの提起された問題への対応に
よってきまるところが大きいとする。
こうして著者の本書での理論的枠組は，一方でリベラリズムの説く市場
メカニズムの消極的効用を認め，長期的な国|祭経済関係の動力としての市
場メカニズムの重要性をI土認めながら，現実の国際関係が経済活動の国際
配置に主要な関心をもつ国家の間の競争に規定されるところが大きいとの
ナンョリストの立場を強調している。その立場はマルキシズムの動態論の
政治的リアリスト的解釈により補強され，全体としてかなりナショナリズ
ムに傾斜した，しかし折衷的立場を提示するものといえよう。このような
枠組で今日の覇権国の後退と経済ナショナリズムの強まる国際関係の将来
を問題にするわけである。
このような立場から，第３章では，国際政治経済関係の機能や動態を問
題にするが，ここでもリベラリズムに属する「二重構造論｣，マルクシズム
の流れの1つの「近代世界システム論｣，および「覇権安定理論」の３つ
の理論を問題にし，それをふまえて著者の構造変化に関する理論的整理を
する。細部は省略するが，著者は二重構造論については，世界経済の発腔
の原動力としての利己心や市場メカニズムや技術進歩の役割の重要性の強
調などの点を評価する。近代世界システム論については，中枢一周辺から
なる世界経済のヒエラルヒー構造の視点自体を評価しつつも，その固定的
静態的理解への批判を行い，中枢のシフトを含む動態分析の必要をいう。
著者の主張でもある覇権安定理論とは，簡単に言えば，自由主義的な国際
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経済はそれ自身として存在するのではなく，その存在にとっては秩序づけ
を行う覇権国の存在が必要であり，覇権国の後退とともに秩序の維持が困
難になるというものである。この理論にも，経済関係における政治要因の
役割を過度に強調するとか，覇権国の自由な経済秩序維持の方向への動機
づけについての疑問などの問題があるが，国際秩序の存在のための政治的
条件を提示し，親権国の興亡が構造変化の重要な決定要素であるとしてい
ることで，国際関係の動態論にとっての重要な貢献となっているとふる。
以上の三理論の長所やその他の説をとり入れながら，著者は構造変化の
メカニズムを問題にする。ここには覇権を争う大戦の結果としての国際ヒ
エラルヒーを反映した国際経済構造の形成，不均等発展による旧来のヒエ
ラルヒーの基礎のほりくずしと構造への不満や摩擦の発生，新旧勢力の対
立の平和的ないし軍事的解決による構造の改革ないし新構造の形成という
歴史の動態の中で，構造変化の動因としての地域間，部門間，さらには時
代による成長率，の３つの意味での不均等発展の理論を展開しようとす
る。地域間の不均等発展では，中枢からの経済活動の拡散の長期的メカニ
ズムと新しい中枢の形成による構造の不安定化が問題にされ，部門間不均
等発展では，リーディング産業の歴史的変化とそれに伴う調整問題や各国
間の高付加価値産業の確保のための競争を論じる。成長率の不均等発展で
は世界経済の長期波動論と技術革新や覇権情況との関連が問題にされ，そ
れぞれ特定の時期と場所に集中する画期的な技術革新の長期循環を基礎と
して，成長の長期波動，地域的不均等発展，覇権国の交代，経済摩擦の長
期循環を説明する大きな理論展開が試承られる。
このような見方からとする資本主義の歴史に承られる協力時代と経済摩
擦時代との交代の理解が容易になる。経済摩擦は不均等発展に対する産業
部門と一国経済の対応や調整の困難や，不均等発展による覇権国のリーダ
ーシップの後退によって激化されるが，調整や対応の負担は今日では構造
変化や比較優位の変化の加速によって強められ，・世界的成長率の鈍化によ
っても強められる。さらに現代福祉国家の下での国家の経済介入の一般化
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は,経済調整への抵抗を強めるとともに,過去の安定的構造の時代からの遺
産である高度の相互依存の世界において，－国経済の自律性と国際経済の
規範との矛盾を増大している。最後に，現在生じている世界経済の構造変
化が自由主義的国際秩序に対してどのような影響を及ぼすかは，リーダー
シップの後退の問題，不均等発展に対する経済調整の政治的影響，－国経
済の自律性と国際規範との対立などの問題の処理にかかっているとして，
次章以降の実態分析の視角を提示している。
以上は第２，３章の簡単な要約であるが，ここには大理諭の魅力がたし
かに感じられる。経済摩擦を中心国の盛衰と関連づけるとらえ方は基本的
には筆者も賛成であるし，そのような視点での著者の意欲的な理論的整理
も有益な試永であると思われる。しかし問題の性格からやむをえないこと
かもしれないが，資本主義の歴史全体にまたがる構造変化の理論化などで
は過度の単純化の欠陥が感じられる。例えば，問題とされている長期波動
論自体が理論的にも実証的にも問題が多い現状であり，技術革新を中心に
したかなり単純な著者の構造変化理論は歴史的事実との整合性などの点で
十分に説得的とはいえないであろう。したがってこの問題での著者の洞察
力の鋭どさは評価してよいが，理論全体としてはなお問題が多いと思われ
る。
次に，著者の主張する覇権安定理論にふれると，この理論は直観的には
大変魅力があるものだが，歴史的事実との整合性や覇権国の論理との関連
などを含めて，それを説得的に展開することは容易ではない。著者もその
点を十分理解しているが，著者の展開自体にはなおいくつかの問題がある
と思われる。
１つは，著者が覇権国の定義を明示しているとはいいがたいことだ。例
えば,ＧＮＰなどでみる経済力の世界におけるシェアをみると,19世紀末に
おけるイギリスよりも両大戦間や今日のアメリカの方がむしろより大きい
ということもできるが，そのことは19世紀のイギリス中心の時代の糸がリ
ーダーシップの健在な時代ということと整合しないであろう。また著者は
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単純な形の覇権安定理論は否定し，覇権の存在と自由主義的なリーダーシ
ップとの間にいくつかの媒介項を入れざるをえないとしているが，しかし
それを入れれば入れるだけ覇権安定理論としては弱いものになるであろ
う。著者は他方では覇権とリーダーシップをしばしば等置しているが，そ
れでは単純にトートロジーに陥る危険が大きい。
また，著者は別のところで略奪的覇権国の概念にもふれ，最近のアメリ
カがその傾向を示していることも否定していない。コニーベアは両大戦間
のアメリカの通商政策についてこの概念を提示したが，アメリカの通商政
策が寛大な覇権者のそれに転じるのが冷戦によってであるとすれば，世界
的には覇権でなく二極体制こそが寛大で自由な戦後国際秩序を実現したこ
とになり，覇権安定理論とは必ずしも整合的でなくなるだろう。さらに覇
権国ないしリーダーシップの役割についても著者は必ずしも説得的とはい
いがたい。システムの設定や管理の機能といっても，システムの性格によ
って異ってくるわけであり，システムの安定のために必要とされる覇権の
性格や程度もシステムによって異なってくるであろう。ギルピン教授の覇
権安定理論は貢献の一方で，いっそうの疑問も生じるよう思われるが，そ
れも大問題の故であろうか。
次に，著者の理論的立場について言うと，それはナショナリストの立場
が強すぎるという印象が否定できない。例えば，福祉国家化によって国際
経済の対立が強まる面を指摘することには筆者も必ずしも反対ではない
が，主要国が自国経済の安定をはかることは世界経済全体の安定につなが
る面も当然あるわけで，その面をも十分に評価しなければならないであろ
う。著者は各国経済の対立面を過大に主張する傾向があり，この点ではリ
ベラリズムの経済学に対してもう少し注意を払う必要があるように思われ
る。
最後に，リベラリズム，ナショナリズムなどのイデオロギーの分類につ
いて一言すると,その分類の大まかさは別としても,分類基準が政策主張に
あるのか，背後にある理論にあるのかが不明な点が１つの問題であろう。
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後の章で著者も言うように，最近のアメリカでは日本異質論を背景に「リ
ベラリズム」の立場から対日保護主義や日本排除論が強まっているし，ま
た'9世紀のイギリスの自由貿易も国家主義的立場からも当然主張されたで
あろう。イデオロギーの理論的枠組と政策主張の内容とは著者の分類のよ
うに単純にはつながらないであろう。
（３）第４斎から第８章までの実態分析の各論については，ここでは第
６，７章は省略し，国際通貨制度（第４章)，国際金融（第８章）と貿易
（第５章）に関する部分の糸と取上げよう。国際通貨と金融に関する部分
は，筆者の印象では本書の｢'１で最も難解な部分である。おそらく，政治学
者にとってこのテーマが扱いにくいためであろう。
第４章では国際通貨制度の歴史と現状が概観されるが，ここでの重要な
視点は，通貨供給に対する国家の権限によって４１２じた国内経済の｢|律性と
国際通貨秩序との間の深刻な対立ないしディレンマと，それをカバーする
ものとしての職権ないしリーダーシップの存在いかん，という視点であ
る。
まず，1870～1914年の古典的金本位制度の時代では，このディレンマは
国際秩序の優先の方向での「古典的解決法」となったとふるが，著者は他
方で実際の金本位制に見られた個別国の裁量による非自動性とか，イギリ
スに有利だったルールの非対称性とかを強調する。金本位制を支えたイギ
リスのリーダーシップの内容も，非対称的ルールの強制の必要など，かな
り政治主義的にとらえられがちであり，他方で金本位制を守るイングラン
ド銀行の運営とか，それを支えたイギリスの大幅な経常収支黒字の存在な
どの経済的側面に十分な配慮がなされていない。
両大戦間期には，前の時代と反対に，各国の国家目的の優先による国際
通貨秩序の崩壊となった。その原因としては，各国の個別的政策の強化に
よる国際規範の軽視の傾向とともに，覇権国の不在（イギリスの覇権後退
とアメリカのリーダーシップの回避）が重視される。その点は一応当然と
288 
しても，未曽有の世界大戦の後における世界経済の再建の本質的困難とい
う問題も強調さるべきであり，「覇権安定理論」でも覇権国に求められる
べき課題との関連などをも考慮に入れるべきであろう。
戦後のブレトンウッズ体制は，管理通貨制度と福祉国家の下での各国の
自律性と，金本位制に似た国際秩序との，両方を追求する妥協的性格のも
のとみる。それは為替相場の一定の弾力性や資本移動の抑制など，内外経
済を遮断する一定の制度や`情況とともに，制度の再建維持にかかわる諸々
の形でのアメリカのリーダーシップを必要としたとみるようだ。
この体制は，その一時的成功にもかかわらず，２つの問題をもっていた
とされる。１つは，妥協の結果である各国の自主的政策，固定相場制，通
貨の交換性の三者間の矛盾であり，それはマクロ政策の積極化や資本移動
の増大によりいっそう顕在化する性格のものであった。もう１つは，基軸
通貨ドルにかかわるトリフィン・ディレンマである。著者は体制崩壊の原
因としてはむしろ後者を重視するようである。アメリカ経済力の後退や拡
大的マクロ政策による国際収支赤字の継続により，６０年代はじめにはこの
問題も表面化した。しかし，著者によれば，アメリカのリーダーシップの
下での同盟国との暗黙の政治的妥協－同盟国による米国収支赤字の金融
というドル特権の行使と，ドル切下回避の下での同盟国の対米輸出拡大に
よる自国の繁栄との両者間の取引一によって，体制は一時短命された
が，ベトナム戦争下のインフレ高進とアメリカの競争力の低下は両方の不
満を強めることになって，ブレトソウッズ体制は放棄されることになった
とする。
その後に生じた今日の変動相場制は，国際的規律のない｢ノンシステム」
であり，通貨価値の決定は市場にゆだねながら，その背後にある各国の自
律性に対する国際的制約は取り除かれ，国家の自律性対国際規範のディレ
ンマは今度は前者に有利な形で処理されることになった。しかし，当初の
期待とは反対に，それは各国経済を国際経済から切り離すことにはなら
ず，むしろ為替相場の不安定と激動を通じて，国民経済への撹乱作用Ｉ土か
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えって高まった。特に，一方での資本移動の増大と他方での自律性に対す
る国際的制約の低下のために，国際通貨金融市場は今や主要国が自国にと
って短期的に有利な政策を実現させるための場面ともなり，国際的な政策
競争が世界のマクロ経済の不安定の原因となっている。中でも今やリーダ
ーシップをとる力と意欲を生じつつあるアメリカが，身勝手で不安定なマ
クロ政策をとったり国際金融上の地位を濫用することが，国際経済にとっ
ての大問題となっているとするが，他の主要国も国際的な安定よりも自国
中心的な対応をとっているという。
このような情況下で国際通貨安定のためには，リーダーシップに代る高
度の政策協調の必要性があるが，著者は根本的には各国の政策目的の対立
のためにそれは困難とふる。この点に関しては国際規範の低下や国際経済
情況の悪化が短期視点での政策遂行を促進していることや，アメリカの覇
権後退が各国の政紫目的の調整を困難にしていることをあげるが，1980年
代についてはアメリカのユニラテラリズムー自国の一方的に作り出した
経常収支赤字などの問題を他国の政策変更によって解決しようとする態度
一と，各国の強い「重商主義的傾向」（為替相場政雛等による貿易黒字
志向など）をあげている。したがって，国際政策協調は主要国の目的の一
致する時など限定的にしか行われないため，ノンシステムの本質的不安定
は続く。その中で国内安定志向は強まり，通貨ブロック化の傾向や国際資
本移動のコントロールなどによる通貨金融面での相互依存の引下げの危険
もあるとしている。
著者はこの関連で，今後の展望を見るための一つの鍵が日本の金融力に
支えられたアメリカの覇権の行方にあるとし，第８章で1980年代の日米の
国際金融上の地位の歴史的転換との関連でこの問題にふれる。著者はレー
ガンの大減税と軍拡が特に日本の対米投資によってまかなわれた事実を，
単なる経済過程でなく，政治的関係によって支えられたものと解するが，
それによって生じた「ニチペイ」経済が現在のドル体制の存続を支持して
いるとしつつも，その今後についてはかなり悲観的である。
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著者によれば，この日米の共生関係は，覇権維持のための軍拡や国民が
分不相応な生活をすることから生じる財政赤字金融というアメリカ側の必
要と，日本側の「過少消費」による「過剰資本のはけ口」の必要，別の言
い方をすれば，アメリカ市場を「日本の国内基幹産業の潜在的には高い失
業率という重大な問題の解決策として，また輸出主導型成長に過度に依存
している日本経済の体質の遠大な改革の代替物として利用する」（390頁）
必要，とによって短期的に促進されている。しかし，このいわば同床異夢
の関係は経済的にも政治的にＭ，ろいものであり，政治や安保の面でのも
っとしっかりした同盟関係なしには日米経済の統合の継続は無理とふる。
したがって，国際収支面の円滑な調整によって解消ないし緩和されない限
り，「ニチベイ」経済関係の破綻によって国際金融システムの大きな混乱
が生じ，下手をすればドルとアメリカの覇権の崩壊さえ生じかねないとす
る。
以上のやや強引な紹介からもうかがえるように，本章の内容もかなり示
唆に豊む゜またニチベイ経済に対する見方など，広い政治的視点も加わっ
た説明は興味深い。しかし同時に次のようないくつかの批判的コメントも
必要であろう。
１つは，紹介でもふれたが，著者の国際通貨の歴史における覇権の役割
の記述はいささか政治主義的であったり，説明不足であるところも多い。
ブレトンウッズ体制についてもその維持と覇権との関係は実際にはかなり
むずかしい問題であろう。たしかに体制の崩壊が－面でアメリカの競争力
の低下という意味での国力の低下と関連していたことは否めないであろ
う。しかし，インフレ体制の下でのドルの金交換性という矛盾はどのよう
な覇権国といえども長期には処理できない問題であり，システム自体がも
ともと永続しえない性格のものであったことも事実である。いずれにして
も，覇権安定理論の各論にはより具体的で級密な分析が望ましいように思
われる。
第２は，ノンシステムの評価についてである。たしかに現在の国際通貨
『世界システムの政治経済学』２９１－…
金融制度が大きな危険をはらんでいるとの著者の政治経済学的警告は傾聴
に値する。しかし危険の最大の原因は制度自体というよりも，特にアメリ
カの経済政策のあり方にあるであろう。国際通貨制度にとってなお中心的
地位にある大国が70代のような安易なインフレ政策を継続したり，レーガ
ノミックスのような対外借入政策を行った上でその結果としての経緯赤字
をﾀﾄ国側の調鞘で行わせようとするような政策姿勢をとるのでは，どのよ
うな通貨制度も安定しないであろう。
他方，主要国の管理通貨制度の現状と国際競争力関係のかなりの変化が
進行する世界では，変動相場制を基本とする国際通貨制度以外の制度の採
用は非現実的であろう。著者はここでもノンシステムのマイナス面を一面
的に強調しすぎるきらいがあろう。ノンシステムにはたしかに過大な通貨
価値変動というやっかいな問題にあるが，自由で多角的なシステムの利点
は残っている。また，著者の求めるような高度の政策協調は困難として
も，為替相場の好ましい水準についての主要国の合意とそのための政策協
調も重大な局面では不可能ではなかろう。さらに，ノンシステムには直接
的とはいえないまでも，独得のディンブリンもあるし，大きな撹乱にあっ
てもともかくも機能するという強さもあろう。かつての安定した制度には
簡単にはもどりえないという前提の上で，ノンシステムの利点を評価する
ことも重要であると思われる。
第３は，日本の80年代の経常収支黒字を「重商主義」的とする見方につ
いてである。著者は一方で，アメリカの80年代中期の巨大経常収支赤字を
レーガンのマクロ政策の必然的産物として正しく認識し，ドル高とそれに
よる資本流入がなかったら「レーガンの財政赤字はアメリカ経済を破滅さ
せたかもしれない」とさえ指摘する。しかし他方では，その対応物であっ
た日本の貿易黒字ないし輸出主導型成長を重商主義的と批判したり，先述
のようにマルクス主義の用語法を用いて批判する。この二つの見方が奇妙
に矛盾していることはいうまでもない。また，後者の見方の背後にはいわ
ば一国内均衡論的な考え方があると思われるが，今日のような国際資本移
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動の自由な世界ではとうてい支持しえないものである。さらに，著者のよ
うに何の特別の説明もなしで日本の黒字を重商主義的というのであれば，
著者のいう自由主義的国際秩序の全盛時代の古典的金本位制下のイギリス
のはるかに大きな（経済規模に比しての意味で）経常収支黒字とその累積
残高を何と性格づけるのであろうか。このような基本概念の矛盾の一つの
理由はおそらくアメリカの政治情況への安易な妥協であろう。しかし著名
な学者のそのような誤まった認識が，国際システムにおける国際対･立の面
を過度に強調する風潮を強め，ひいては国際システムの不安定性を強める
危険があることも認識さるべきであろう。
（４）第５章は，実態と理論の両面から「国際貿易の政治学」の現状を，
多少の歴史的回顧を伴いながら概観している。
理論面ではリベラリズムとナショナリズムの対立を主に問題にするが，
前者では，特に古典的比較優位理論に対する「新貿易理論｣，すなわち産
業内分業論，動態的人為的比較優位の理論，戦略的貿易政策論等の発展を
紹介する。それは伝統的理論の完全競争の仮定，要素賦存重視，静態的性
格などに対して，規模の経済性，技術発展と貿易の関連，寡占や国家によ
る戦略的環境，さらに日本やＮＩＣＳの発展と産業政策などの割合新い､現
実をとり入れて理論化したものという。この新貿易理論の展開は，貿易構
造の多様性，動態性，人為的性格，国家介入の有効性の認識を強めること
で，リベラリストの自然的秩序としての自由貿易への信念に疑念を生じて
いる。さらに日本異質論も加わり，リベラリストとナショナリストの理論
的和解ないし接近が生じているという。
ナショナリストの貿易理論については，歴史的にはハミルトン，リスト
などの幼稚産業保護論をあげるが，現代については著者は特定の人物を示
さず，どのような現代理論があるかは必ずしも明らかでないが，一国の自
律性と安全保障や経済活動の国際配置に強い関心をもつナショナリズム
は，国家形成の基礎としての工業力の重視，国家による比較優位の創造の
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強調，不確実性の下における自由貿易の政治経済的コストの重視などの視
点から，強力な保護主義，産業政策などを主張するものとされる。著者の
立場はここでも折衷論的であり，一方で1930年代がすべての国にとって失
敗であったとの歴史的評価から，リベラリズムの理論の有効性を強調する
が，他方ではリベラリズムの政治的ナイーヴさや調整コストや不確実性な
どの軽視を重大な欠陥として，ナショナリズムへの傾斜を示している。
実態面では1970年代以来の自由貿易理念の後退とＧＡＴＴ体制の崩壊を
問題にする。アメリカ経済力の相対的後退，国際経済の困難，異質のプレ
イヤーの登場などでＧＡＴＴ体制下で生じた高度の相互依存への不満と反
発が強まっている。著者はこの点でＧＡＴＴ原則を脅かす「新しい貿易問
題」と「新しい貿易パターン」をとりあげる。
前者については，アメリカの利害の変化，国際経済条件の変化などか
ら，農業，サービス業，先端技術，直接投資など本来のＧＡＴＴの枠外の
問題が国際通商交渉の大問題として浮上してきたが，ＧＡＴＴの多国間主
義や無条件相互主義の原則ではこの問題は処理しがたいものとみる。それ
らの部門が各国国内経済構造と密接に関連していて，条件を異にする多く
の加盟国に一律に適用できるルールを作りにくいためである。特に，この
問題でアメリカにとって最大の関心国は日本であるが，「リベラルでない」
日本の文化や社会構造と関連する制度，’慣行，行動面での閉鎖性を解放さ
せるのは容易でないしかといって日本のただのりを許すこともできな
い。ＧＡＴＴがかつての欧米クラブ的性格を失った今日，新しい貿易問題
の処理はせいぜい二国間の条件つき相互主義の原則しかないとする。
新しい貿易パターンについては，１つは非関税障壁を中心とする「新保
護主義」の拡大があげられる。その中心は主に日本，ＮＩＣＳに向けられた
市場秩序維持協定や輸出自主規制である。それは比較優位の変化を阻止し
てしまうほどの効果はないものの，貿易構造や産業配置の調整をおくらせ
たりゆがめたりすることで，かなり大きな影響を及ぼしていること，また
二国間主義などでＧＡＴＴ原則からの逸脱を生じていることを素直に認め
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ている。第２は，相互依存世界における国内政策の貿易への影響を問題に
し，特に日本とＮＩＣＳの産業政策による比較優位の「創造」について評価
し，その貿易制度，貿易理論への衝激的影響を指摘する。第３は，戦略的
貿易政策の拡大である。戦略的貿易政策とは，国内市場参入制限，研究開
発促進などによって「自国の寡占企業に有利な国際戦略環境を作り出そう
とする試承」と定義されるが，重要産業での国際寡占の拡大，多国籍企業
の重要性増大，国家の役割の増大，比較優位の動態性の認識などにより，
また日本がこの政策で成功したとの認識から，戦略的貿易政策の拡大が承
られるという。もっとも著者はこの政鍍の現実的有効性については'慎重な
評価をしているが，日本の不公正な政鍍での成功がアメリカの競争基盤を
脅かしているとの一般の認識から，アメリカが攻準的貿易政策に転じたと
して，その政治的意味は重要だとしている。
以上のような国際貿易をめぐる状況変化のｌｒｌ１で，ＧＡＴＴの無差別的相
互主義に基づく多国間主義の原Ⅱ'１は非現実的であるの糸でなく，正統性
を失っていると著者は言う。今日のように高度の相互依存の世界では，
ＧＡＴＴルールのように正式の貿易障壁のゑを問題にし，国内の制度，慣
行，政策などをブラック・ボックスとして扱うことはもはや不可能であ
り，各国の市場介入のルールと主要国の国内制度や慣行や社会構造などの
高度のハーモニゼーンョンが不nJ欠であるとする。言いかえれば，無差別
で多角的な自由貿易の基本的な前提として政策，制度，’慣行の高度の共通
性,しかも「リベラルな」社会に合わせるという意味での共通性が必要であ
り，それが満たされない場合には自由社会は防衛や対抗のために保護主義
その他のリベラルでない政策をとらざるをえなくなるだろうという。この
ような主張は必ずしも日本やＮＩＣＳに対してだけ向けられたしのではない
が，しかし何よりも，日本のように「リベラルでない」制度や慣行をもつ
と一般にふられる国制度の正当性について考えの異なる国が世界貿易で
の重要なプレイヤーになることによって強まったものであった。アメリカ
の力の後退と正当性についての別の考えをもつ国の拾頭により，自由貿易
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秩序は大きくゆらいでいるというのである。
このような著者の主張からゑて，筆者はアメリカのリベラルな国際秩序
の概念の大きな歴史的転換を認識せざるをえない。かつてそれは市場経済
内部においては文化や制度の相違を前提として，その上に築くべきものと
考えられていたが，日本の挑戦とアメリカ文明の挫折感を契機に，今や内
部構造の同質性やイデオロギーの共通性を条件とすることにより，「リベ
ラルでない」国々に対する同質化の要求か，または排除ないし部分的排除
を求めるものに変りつつあることである。
以上紹介した第５章の貿易理論の紹介や実態の分析は多くは要領もよく
有益であるが，日本問題の評価や自由貿易の新条件など多くの問題を含ん
でいる。
１つは，著者の言う自由貿易の新条件である。国内の制度と文化の共通
化が自由貿易の条件という主張は，自国に都合のよい限りでの自由貿易か
らの逸脱のための口実であり，その以上の説得力をもつ主張とは思われな
い。筆者も日本の制度や慣行で時代に合わなくなったものや日本国際的地
位からゑて不当と思われるものを修正することには反対ではない。しかし
高度のハーモニゼーションはもともと無理であり，欧米間でさえも不可能
であろう。しかも，アメリカにも他の多くの国からゑて異質な制度や慣行
も多いが，奇妙なことにそのような点は著者の頭にはないようである。ま
た，サウジアラビアなど文化や制度の全く異なる国からの石油輸入を含む
貿易は，この基準から言うとどうなるのであろうか。さらに制度や文化の
差を判断する客観的基準は入手しがたく，結局はアメリカの好む結果主義
的判断を強めるだけにならないだろうか。これらの点からみて，著者のい
う自由貿易の新基準の主張は決して客観性をもつものとはいえず，学問的
に主張できるようなものではないであろう。筆者はギルピン教授がアメリ
カの自由貿易の修正を主張すること自体にはここで批判するつもりはない
が，その正当化のために学問的粉飾をすることには大きな抵抗を感じざる
をえない。
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第２は，日本問題についててあるが，この点は一部他章（特に第10章）
の内容をも含めて問題にしておこう。１つは日本の閉鎖性の問題，１つは
貿易構造などの問題である。
後者では，後述の調整問題との関連で一つは日本の貿易構造が批判され
る。それは欧米間の貿易が産業内貿易中心の構造であるのに対して日本や
NICSは産業間貿易の比重が高いとする。日本は「雇用を余り誘発しない
粗原料を輸入し｣，労働集約的ないし高付加価値製品を輸出するが，この
ような産業間貿易は産業内貿易に比して貿易収支が均衡しにくく，その上
貿易の諸生産要素への影響が偏っていて，欧米の労働に対する打撃が深刻
となるという。もう１つは，日本経済の驚くべき柔軟性や技術革新等の変
化のスピードが早すぎることが調整問題への障害としている。
しかし，ここでの著者の産業間貿易の特徴づけは多くは単純に誤りであ
ったり不適切である。さらに,日本やNICS産業間貿易を拒否することは，
資源のない日本やＮＩＣＳの国際社会での存在を多かれ少なかれ拒否するも
のであることを認識すべきであろう。また，日本経済の柔軟性などが欧米
社会にストレスを与えていることはもちろん承知しているし，それに対し
てとられている保護主義的手段を筆者がきびしく批判するわけではない
が，この点から日本の存在自体が自由主義的秩序にとっての脅威であると
いう主張は，余りに欧米側の身勝手な見方であることだけは明確にしてお
かなければなるまい。
日本の閉鎖性と関連する問題では，著者は工業製品についての正式の貿
易障壁については，今日では日本が先進国の中で最も保護主義的でないと
認めている。しかし，長期の内輪の関係を重視しよそ者を差別するとか，
きびしい参入規制を作る官僚制度とか，自由でない流通制度など，日本の
文化，社会，政治構造と深くかかわる非公式の重大な閉鎖性があるとし，
欧米からふると日本の制度，慣行，行動様式を他国と同じものに調整し，
「すべての人間に開かれた市場という欧米的な意味での自由な社会に転換
することが必要なのだ」という。
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もっとも，著者はこのような欧米の考え方やそれに基くアメリカの対日
要求は,日本の成功に対する不‘快感,特に個人主義に基づくリベラルな経済
が個人の自律性が相対的に少ない「リベラルでない」社会に敗れつつある
との脅威感によるところも大きいことを認めている。しかし同時に，日本
が本当にフェアプレイしてきたかとの純粋な疑問もあるとし，また次のよ
うにも言う。「日本の経済構造が外国製品を排除する非関税障壁として機
能したかどうかはともかく，欧米人の多くが日本社会のリベラルでない局
面が対日輸出にとって恐るべき障壁であると考えている。さらに，リベラ
ルでない制度｣慣行は不当であると考えている」（229頁)。
ここで特徴的なことは，著者が日本が閉鎖的とかリベラルな社会でない
とは必ずしも言っておらず，むしろアメリカ人の多くにそういう考え方が
強くなっていることを述べていることだ。しかもそれが日本日体の問題と
いうよりアメリカの競争力後退から生じる脅威感によるところも大きいと
している。しかし他方では後に述べるように，このような日本が国際社会
に統合されること日体が国際規範に反すると言い，アメリカの自由貿易か
らの逸脱の正当化の論理に利用されている。
このような議論の仕方は筆者には奇妙にみえる。もしギルピン教授が本
当に多くのアメリカ人の日本観が正しく，日本の「市場開放」によってア
メリカが自由貿易を逸脱しないと思うのなら，その点を明確にすべきであ
ろう。しかし著者がそう思っていないのならば，上のような日本観は誤り
かまたは重要でないと認め，自由貿易の逸脱の主要な要因は別に求めるべ
きであろう。著者のようなあいまいな議論は論点を不明確にするの糸でな
く，アメリカの政治情況への安易な妥協となるのではないだろうか。その
ような態度は決して本来の「政治経済学」のものではないであろう。
（５）本書の結論部分では，第10章で今後の国際経済秩序の展望，第９章
でその前提となる過去数十年の世界経済の変容が述べられている。最後
に，その部分を簡単にみておこう。
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第９章では，この約20年間国際経済面での逆流がみられ，それが偶発要
因よりも構造変化によるものであり，その点で戦後の高度成長とに1由な国
際秩序を支えていた３つの条件，すなわちアメリカの覇権という良好な政
治条件，有利な供給条件，強い需要が，失われたことを問題とする。
覇権の問題では，戦後アメリカの経済軍事面での比類ない卓越と冷戦下
での「全資本主義国の政治|司盟」の存在とが，自由な国際経済秩序の形成
と発展へのリーダーシップの重要な条件であった。しかし，アメリカの経
済力の相対的低下によって，７３年にはアメリカは世界通貨制度への支配力
を失い，また世界エネルギー市場への支配力を失い，８０年代には巨大な債
務国に転落し，その国際的地位をn国の将来を抵当に入れることで，賄う
状況となった。その結果，アメリカは国際的リーダーシップの能力を大き
く失ったの糸でなく，なお残る通貨通商上などの綱権的地位を短期的な自
己中心的目的のために利用するような略奪的覇権国の性格さえもちつつあ
る。それに対して反感を強めるＥＣ，１１本等も国際的責任の多くを担う能
力ないし意志を十分にもたず，いずれも狭い国益を追求している。歴史上
覇権国の移行に伴って生じがちな「覇権戦争」の可能性は核時代にあって
は問題外とするが，かといって覇権後退過程をうまく処理する他のメカニ
ズムは知られていない。その上，現在の問題は覇権の移行ではなく覇権の
後退（代りうる覇権国の不在）である。このアフター・ヘゲモーの世界で
は，自由な国際秩序の再建維持のためには，多元的リーダーシップによる
政策協調という困難な課題に頼るしかないという。
この国際協調の171能性は外部条件にも依存するが，世界の供給，需要条
件の構造変化はそれに不利な条件となっているという。供給側の条件の変
化としては，先進国の労働力や資本の不足とともに，石油などの資源制約
が経済成長の制約条件となった。技術面では，戦後の高成長を支えた未利
用技術ストックの実用化ないし国際的拡散の過程が，米国と日欧などとの
技術ギャップの縮小ないし消滅によって終り，さらにそれが国際通商関係
において補完関係より競争関係を強めることになったこと，などが指摘ざ
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需要面での構造変化としては，戦後一定期間需典拡大に貢献したとされ
るケインズ的な需要管理政策の有効性に次第に限界が生じたことが指摘さ
れる。１つの論点は，戦後当分の間は内外経済関係の一定の分離が存在し
ていたため，国内での自律的政策と自由な国際秩序との矛盾が顕在化しに
くく，そのことが需要管理の成功をもたらしたが，６０年代以降の相互依存
の深化によりIilii者の衝突が強まり，自律性の低下やシステムの安定性をそ
こなうことになった。もう１つの論点は，戦後経済の成功の中で，民主主
義的政府の自己抑制の減退，権力基盤の変質，期待の紘命が生じたが，そ
れらが景気刺激政策のインフレ作用，金利引上げ作用の増大とか，国家債
務の重圧や経済効率の悪化とかの，過度のケインズ政雛の弊害を生じ，こ
の面でも需要管理政策の限界が生じているという。
これらの－面でシステムの自壊作用に山米するMji権の後退と需給面での
構造変化が，相互作用のうちに世界経済の成長を鈍化させ，国際経済秩序
の後退をもたらしたというが，このような情況認識の下で著者の国際経済
秩序の今後の展望はかなりペンミスティックなものとなっている（第１０
章)。ここでもリーダーシップの問題，特に多元的リーダーシップの可能
性が改めて問題とされ，関連して調整問題や国内自律と国際規範の問題も
とり上げられる。
アフター．ヘゲモニーの下での多元的リーダーシップについては，一方
で著者は現代の体制の下での自国優先の政莱競争の危険性のためにリーダ
ーシップの必要性は高まるとしつつも，他方では覇権国不在の下でのその
可能性は完全に否定はできないとはいえ，懐疑的である。ここでも著者は
政策協調の困難が根本的には国家主権からくる共通目的のＭ']にあり，各
国の経済条件の相違，諸国間の相互認識の相違などもその背後にあるとみ
ているようである。
例えば，マクロ政策では，レーガンは自国があたかも閉鎖経済であるか
のように一力的に政策決定を行い、他国が米国の政策を見ならうことが国
300 
際協調であるとしたのに対して’１１欧は政策協調とはアメリカのマクロ政
飛の節度を求めることだと解していた。皿商政策面でも，アメリカは貿易
赤字の原因が自らのマクロ政策よりも他国の不公正な政策や'憤行にあると
の認識を強め，競争力の低下やアジアの異文化の挑戦への反溌も加わっ
て，公正貿易論への傾斜を強め，「不公正慣行」是正の要求が強まり，自
国の大「自由市場」の継統を外国の有効な市場開放を条件とする姿勢への
転換が生じている。それは[,国の交渉力を基礎とする「略奪的通商政雛へ
の回帰」の危険をはらんでいる。
西欧はそれに対して反撒を示しつつも，自由貿易離れはアメリカよりも
深刻である。ＥＣの国際協調のねらいは，自由な秩序の方向というより，
むしろ三極カルテルの形成の方向にある。著者は日本は当面は覇権国にも
なれずリーダーシップもとれないとし，日本人は当分覇権の代位よりも支
援をするものとみなしているが，しかし米欧の対日脅威論は強まり，欧米
は日本の経済覇権の要求を心配しつつある。そのため日本の当然祝する貿
易黒字や日本のほこる商貯蓄率への米欧の非難や反溌が生じるが’このよ
うな対立は文化の衝突の要素をもち政治摩擦の危険も大きい。
三極の関係がこのようなものである以上’アメリカの重大な利害がから
む場合とか，時折の利害の一致の場合とかの政策協調はありうるとして
も，多元的管理による目,,,な国際経済秩序の救済維持は困難とふる。もっ
とも，職権後退といっても，アメリカの総合的な力と交渉力はなお大き
く，日欧が空白をうめる力も意欲ももたない現状では，また日欧が軍事力
をアメリカに依存せざるをえない現状では，アフター．ヘゲモニーといえ
どもよろめきながらのアメリカのリーダーシップに日欧は追随せざるをえ
ないであろう。しかし，それにしても，主権国家の遠心力が国際経済統合
の力をうちまかす危険があるとする。この点で著者は国際経済の政治的枠
組糸の重視の立場を強調し，政治学の経済学に対.する優位を主張する。
自由な国際秩序を支えるべきリーダーシップの面でこのような問題があ
るが，他方では政策協調の目的とすべき秩序も戦後的秩序とは異るものに
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なるという。この関連で「調整の問題」と「国際経済規範と国内経済の自
律性」がとり上げられる。調整とは比i佼優位の変化，経済活動立地の変
化，その他国際的新事態への対応ないし調整の意味であるが，著者による
と多くの欧米諸国の調整の成果に対する不満のために，比較優位の変化等
に対する調整拒否の傾向が強まり，ＧＡＴＴの前提とする市場の調整とい
う自由主義的解決がもはや時代遅れとなったとの考えが広がっているとす
る。第５章に述べた自由貿易への不信であるが，ここでも著者は日本問題
をあげる。異質な「日本が成長が鈍化しつつある世界経済に組糸込まれる
こと自体」（397頁）が調整問題への大きな障害である。市場による調整へ
の拒否は日本さらにＮＩＣＳの主導による国際分業の動態的変化への拒否の
姿勢に通じるものであろうが，いずれにしても新しい貿易体制は今や信頼
性を失った「市場による調整」とは別のしのになるという。
「国際経済秩序と国内経済の自主性」についても，同様に日本が中心問
題となっている。この面での今日的課題は，相互依存の下での国内構造・
国内政策と国際経済との矛盾の問題と規定しなおし，第５章で述べた政策
と構造のハーモニゼーションが必要とされる。具体的には，欧米について
は，国内経済利害を国際規範より優先する傾向を指摘するにとどめるが，
ＮＩＣＳや特に日本については「リベラルでない」社会の国際経済への統合
自体が国際規範に反するとする。日本の構造的閉鎖性に対する対応として
は，西欧が日本製品に対する自国市場の閉鎖の方向を示すに対して，アメ
リカは日本の市場開放と社会変革を求めているが，後者は「儒教社会の秩
序とアメリカ流のロック哲学の秩序との間の衝突」（403頁）である以上，
重大な政治的対立になると著者は懸念している。ともかく，このような内
部構造の問題は必ずしも日本のみの問題ではないが，今後の国際経済秩序
はＧＡＴＴの基本理念とは異り，多様な国内構造へのふゑこんだ対応を要
するとしている。
以上のような立場からすれば著者の将来展望は容易に予想できるであろ
う。一口で言えば，自由主義的経済秩序は急速に後退しつつあり，その要
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素をいぜんとして残すとはいえ，重商主義的競争，経済的地域主義，部門
別保護主義の３つからなる混合体制がかなり支配的となるとする。
重商主義的競争の激化とは新保護主義の尚まり，産業政策の拡大，戦略
的貿易政策の強化などを意味するが,著者は重商主義を「悪意の重商主義」
と「悪意のない重商主義」の２つに区別する。前者が他国をうち負かすこ
とを目的とするのに対して，後者は社会の価値，利益を防衛するためにl上
むをえずとるものであると規定する。そして「悪意の重商主義」は好まし
くないしとしてしりぞけ,「悪意のない重商主義」も危険性がないわけでは
ないが，しかし「悪意のない重商主義はイデオロギーの異なる国々を平和
裏に共存させる可能性が駒iい」（415頁）とし，今'三|の情況ではこれ以上望
むことはできないだろうという。
各国の重商主義競争の危険はあるていど地域主義によって緩和されると
ふるが，今日の多元的リーダーシップの困難，多くの先進国における経済
調整への抵抗，経済問題の地域的性格，さらに安保問題などにより，世界
経済は３つの地域ブロックに，しかしゆるやかなブロックに分裂する傾向
があるとふる。著者は他方で，ブロック化の弊害にも無関心ではない。そ
の場合，地域間のコスト差と関連する静態的な厚生上のコスト以｣二に，規
模の経済性や技術革新への競争意欲といった動態的効果の喪失を重視し，
閉鎖的ブロックに伴う経済技術面の停滞を心配している。
部門別保護主義は高雇用部門や戦略部門を中心とする部門的措置で，外
国競争からの保護のみでなく，特定部門の国際カルテル，外国市場参入の
ための条件つぎ相互主義などを含むものである。その経済的効果としては
世界市場に占める自国のシェアや経済活動の世界立地の決定が市場原理よ
りも政治交渉によってきめようとするものであるが，著者によるとこれは
他の手段に比べて経済的政治的な利点があるという。経済的には，閉鎖的
ブロックの場合に比して，部門別保護主義ではハイテク産業などに必要な
高度の規模の経済性をより多く実現する可能性がある。また，部門別保護
主義によって，「各国は内国市場をある程度符理し，その分野における同
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国の存在を確保しながら，一方で外国市場を失わずにすむ……。各国は完
全な自由貿易体制の場合に必要とされる代償を支払うことなく，経済の相
互依存による恩恵をある程度享受することができる」（413頁)。政治的に
は，それは国際間の対立緊張を緩和する助けとなりうるとし，「国際間企
業間提携の奨励，各国の多国籍企業同志の連帯強化，世界経済の三極間の
利害の共有を通じて，部門別保護主義は地域システムに内在する対立激化
の傾向を抑制することになろう」（414頁）と評価する。
著者は以上のような今後の国際秩序の３つの傾向を示したのち，そのう
ちいずれがどの程度重要になるかは予言できないとするが，しかしこの３
つの傾向がうまくバランスしないと深刻な重商主義的対｣花の危険があると
ゑている。また，それとも関連してｎ本問題への対処にもふれている。著
者は現在のアメリカ政府のように，日本に対して「欧米のような」国内構
造や極端な相互主義を強制しようとすることは,非生産的であり，好ましく
しないとふる。そして部門別保護主義は日本人のより受け入れやすい方策
であるとして，アメリカは西欧にならって，１１本に対して市場開放の強制
より部門別保護主義の方向で対応すべきだとする。ざしなくぱ，世界は
「悪意の重商主義」に陥るかもしれないし，非妥協的な経済ナショナリズ
ムが世界を支配することになりかねないと警告している。
こうして，ギルピン教授の「国際経済秩序の今後」は，戦後の国際秩序
の「市場第一主義」がくつがえされないまでもかなり弱められ，「悪意の
ない重商主義」と，一元的秩序に代るゆるやかな地域ブロックと，なお残
る世界市場における政治的市場分割としての「部門別保護主義」の３つの
混合体制となるとゑている。それは1930年代のような悪性の重商主義や経
済戦争の再来とまではおそらく至らないだろうとし，今なお残るアメリカ
のリーダーシップの名残り，重要国間の安全保障同M1，経済成長の源泉と
しての新技術の将来などに一定の希望をつないでいるが，新しい国際政治
経済が生れつつあること以外に確かなことはないと結んでいる。
以｣この著者の結論部分は，蛎考にとって木脅の｢'１で肢も興味深いもので
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あったが，それに関してもはや多くを記す必要はないであろう。きわめて
アメリカ的立場からのものではあるが，リアリスト政治学者の鋭い洞察を
含む将来展望は大変示唆に富むものである。同時に，政治経済学の名にお
いてこのような一方的な主張が書かれること自体，不均等発展や覇権国
後退の問題の深刻さを示していると思われる。他方では，地球環境問題を
含め先進国が共通の大敵と向いあわなければならない今日，このようなナ
ショナリスト的な政治経済学がどのようにその課題にこたえようとするの
か，との重大な疑問を禁じえなかったことも記しておかねばなるまい。
